
「CSR 企業総覧 別冊電子版」サービス利用規約 
 
「CSR 企業総覧 別冊電子版」（各編（「ESG 編」「雇用・人材活用編」）を含む。以下

「本サービス」）は、東洋経済新報社（以下「弊社」）が作成した「CSR 企業総覧」の一

部内容（雑誌版未掲載）を検索、閲覧いただけるサービスです。      
 
 
第1条 本利用規約の適用 

1. 本利用規約は、本サービスを利用するすべての利用者（以下「本利用者」）

に対して適用されます。 
2. 本サービスのご利用にあたっては、本規約の内容に同意していただく必要が

あります。本利用者が本サービスを利用したとき、本規約の内容に同意した

ものとみなします。 
第2条 本サービスのコンテンツ 

1. 本サービスのコンテンツ（以下「本コンテンツ」）は、本利用者との間に別

段の定めがない限り、本サービス上に掲載される弊社刊行物とします。 
2. 事前の予告なく本コンテンツを変更する場合があります。       
3. 弊社に権利が帰属しない一部の記事・写真・図表等については、本サービス

でご利用いただけません。また、広告は原則として掲載しておりません。 
第3条 著作権 

本コンテンツの著作権その他の権利は、弊社に帰属します。ただし、弊社以外の

第三者により作成・提供された一部の記事・写真・図表等は、当該作成・提供者

（以下「情報提供者」）が著作権その他の権利を有します。 
第4条 利用範囲 

1. 本利用者は、著作権法に定める「私的使用」や「引用」の範囲を超えて、本

コンテンツを利用することはできません。本利用者は、本コンテンツを閲覧

することを目的に利用することとし、報道、批評、研究等の引用の目的上正

当な範囲内で本コンテンツの一部を使用する場合には、出典を明示すること

とします。 
2. 本利用者は、本コンテンツの全部または一部を、弊社に無断で複製・転載・

翻訳・翻案・貸与・譲渡・改変・販売・公衆送信などを行うことはできませ

ん。 
第5条 禁止事項 

本サービスの利用に際し、以下の行為を禁止します。 
（1） 本コンテンツに含まれる情報の検索、および自動取得の目的のため、プ

ログラム等を実行する行為。 
（2） 上の行為の他、本サービスの提供に支障があると弊社が判断する行為。 

第6条 利用情報の保護 
1. 本利用者は、アクセス用 URL など、本サービスを利用するために必要な情報

（以下「アクセス用情報」という）を本利用者以外の者に開示もしくは漏洩

してはなりません。 
2. アクセス用情報が漏洩した、もしくは、漏洩した可能性があると弊社が判断

した場合、弊社は本利用者のアクセス用情報を本利用者の同意なく変更する

ことがあります。 
第7条 個人情報の取得及び利用目的 

取得した本利用者の個人情報は、以下の目的の範囲で利用します。 
（1） お申込み、ご契約いただいた商品、サービスの提供、及び関連するアフ

ターサービスのため 



（2） 当社の商品、サービス、セミナー等に関するご案内（※） 
（3） 当社が本利用者に有益と考える企業及び団体からの商品・サービスその

他の情報提供（※） 
（4） 当社からの事務上のご連絡 
※当該利用の過程で、当社が取得した購買履歴や当社ウェブサイトの閲覧履歴等

の情報を分析して利用することがございます。 
第8条 免責 

1. 弊社および情報提供者は、本コンテンツに含まれる情報の信憑性、正確性、

完全性、最新性、網羅性、適時性、特定目的への適合性等を保証するもので

はありません。 
2. 弊社および情報提供者は、本サービスの利用により、もしくは本サービスを

利用できない状態（提供中断や遅延等）により本利用者が被ったいかなる損

害についても、一切責任を負いません。 
第9条 本サービスの停止 

1. 本サービスは、予告なく停止すること、または本コンテンツの更新が遅れる

ことがあります。 
2. 本サービスの利用期間は、原則として雑誌『CSR 企業総覧』の刊行日より 1

年間となります。 
第10条 その他 

1. 弊社は、本利用者の承諾を得ることなく、本規約の内容の変更、および追加

ができるものとします。 
2. 本規約の変更は、本サービス関連サイト上にその変更内容または変更後の本

規約を表示した時から効力を生じるものとし、以後、変更後の本規約が、本

利用者と弊社の間に適用されるものとします。 
3. 弊社は、本利用者が本利用規約に違反し、かつ弊社からの指摘に対して改善

が見られない場合、本サービスの提供を停止することができます。 
 

なお、本利用規約に定めのない事項については、本利用者と弊社間の誠実な協議により決

するものとします。 
 
2023 年 12 月 4 日制定 

 


